様式１号（第７条関係）
                                                        　　　　　年　月　日
　愛媛県知事 　　　　　  　様
                                            住　  所
                                            申 込 者
                                            代表者職氏名  　   　　　　   eq \o\ac(○,印)
令和８年度愛媛県観光集客力向上支援事業支援申込書
　令和８年度愛媛県観光集客力向上支援事業実施要領第７条の規定により、下記のとおり支援申込書を提出します。
記

	添付書類
	チェック欄

（添付しているものに
☑を付けてください）

	補助事業計画書
	□

	補助事業に要する経費
	□

	事業内容を補足する資料
	□

	５年間の収支見込みが分かる資料
	□

	経費積算の根拠となる見積書等
	□

	事業の主たる実施地域の市町長の意見書（様式２号）
	□

	事前着手届出書（指令前着工の場合のみ）
	□

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	□


　　

補　助　事　業　計　画　書
	申　込　者
	（団体名）

（代表者職氏名）

（電 話）
	担当者名

（連絡先）
	

	住　　　所
	〒



	申　込　者
の　概　要
	

	
	※設立年、従業員数、資本金額等、申込者の基本的な情報を記載すること。

※申込者が任意団体（グループ等）の場合は規約、事業計画、収支計画、会員名簿、役員名簿を添付すること。

	事業名
	

	事業期間
	　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

	事業実施地域
	

	補助事業に要する全経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	過年度の
交付状況
	年度
	補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	年度
	補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	計
	補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	※同一の事業を連続する複数年度にわたって実施する場合は、補助金額の合計は補助限度額以内とする。

	事業の内容
（新規性・

公共性等）

※できる限り詳細に記入すること

※別紙を添付することもできる
	事業内容
	※補助明細に挙げている補助対象事業の内容全てについて記載すること。


	
	新規性
	

	
	公共性
	

	事業の年次計画（５年以上）

※５年経過時の目　標についても記入すること
	※過年度に事業を実施している場合は適宜追加してください。

○補助事業実施年度

〇１年目
○２年目

○３年目

○４年目

○５年目
 

	県外・県内観光客数の現状と事業効果による増加見込
※表については、何を指標とするかを明記してください。
	※県外・県内観光客数の現状や事業効果による増加見込みについて、文章で記載してください。
県外・県内観光客数の状況

（指標：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）　　
補助事業

開始前

※過年度に事業を実施している場合にはそれ以前

過年度事業

実施年度

※過年度に事業を実施している場合は適宜欄を追加してください。

補助事業

実施年度
1年目

2年目

3年目

4年目

5年目

県外

観光客

県内

観光客

合計




補　助　事　業　に　要　す　る　経　費
                                                    　 　　　　　 （単位：円）
	経 費 区 分
	補助事業に要

する全経費
	補助対象経費
(消費税等を除く)
	内　容
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	(Ａ)


	
	


（※）経費区分の欄は、交付要綱第２条第１項に掲げる補助対象経費区分から転記すること。

◆補助金計算
（単位：円）
	
	金　　額
	備　考

	補助金申請額 (Ｂ)＝(Ａ)÷２
	
	


　　※「補助金額」は、千円未満を切り捨てること。

（記載注意事項）

１．当様式に書ききれない場合には、適宜、行の幅を広げるほか、別紙や資料の添付も可とする。

２．申込者が任意団体（グループ等）の場合は規約、事業計画、収支計画、会員名簿、役員名簿を添付すること。

３．「補助事業に要する全経費」とは、補助事業において補助事業者が要する全ての経費をいう。
４．「補助対象経費」とは、補助事業において、交付要綱第２条第１項に掲げる経費のうち補助事業者が補助対象として希望する経費をいう。

５．「補助対象経費」は、消費税及び地方消費税相当額を含めないこと。

６．「設備・備品費」については、購入、改良、修繕等の別を備考欄に記載するとともに、購入物
件については、その購入先を備考欄に記載すること。
